
 

 

 

 

 

 

平成29年就業構造基本調査結果の概要 
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本概要は、総務省統計局で公表された「平成 29年就業構造基本調査」の結果 

のうち、福島県分を取りまとめたものです。 
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御利用される方へ 

 

１ 本調査は、普段の就業・不就業の状態を把握（ユージュアル方式）しているので、労働力調査

などで用いている月末１週間の就業・不就業の状態を把握（アクチュアル方式）する統計調査と

統計の対象が異なりますので、数値を比較する際は注意してください。 

 

２ 統計表の数値は国が公表した数値で、総数に分類不能・不詳の数値を含むとともに、表章単位

未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しません。 

 

３ 統計表の割合は、国が公表した数値を用いて算出しています。 

 

４ 統計表中の「０」は集計した数値が表章単位に満たないものとなります。 

 

５ 統計表中の「－」は、該当数値のないもの又は割合等の算出に当たって除数が０のものとなり

ます。 
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【結 果 の 概 要】 

１  15歳以上人口の就業構造 

（１） 15歳以上人口の就業状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年10月1日現在の15歳以上人口（1,659,800人）を就業状態別にみると、有業者は

971,300人、無業者は688,500人となっている。平成24年に比べ有業者は13,300人（1.4％）

の増加、無業者は60,900人（8.1％）の減少となっている。 

さらに、有業者を男女別にみると、男性が560,200人、女性が411,000人となっている。

平成24年に比べ男性は9,400人（1.7％）、女性は3,900人（1.0％）それぞれ増加しており、

男性の増加が女性を上回っている。 

また、有業率（15歳以上人口に占める有業者の割合）は58.5％となっており、平成24年

に比べ、2.4ポイント上回っている。（表1、図1） 

 

表１ 就業状態別15歳以上人口－平成19、24、29年 

（人，％，ポイント）
就業状態 全国

有業者 無業者

※有業者･･･ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日（平成29年10月1日）以降も
 　　　  していくことになっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者をいう。
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減
女

総数

男

2.5▲ 41,600

女

719,200

465,000

年
女

総数
増

　
男

年
女

総数
平

成
男

24

男女

総数
平

成
男

29

有業率

0.4

68.8

48.2

50.7

58.1

1.6

59.7

69.2

66.9

3,900 ▲ 45,400 2.8

▲ 6,000 9,400 ▲ 15,500 1.7

958,000 749,400 56.1

884,300 407,100 477,100 46.0

823,100 550,800 272,300

842,700 411,000 431,700 48.8

1,659,800
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【参考】

平

成
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年
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人    口

有業率

817,100 560,200

 

15 歳以上人口（1,659,800 人）のうち有業者は 971,300 人、無業者は 688,500 人

で、平成 24年に比べ有業者は 13,300 人（1.4％）の増、無業者は 60,900 人（8.1％）

の減となった。有業率は 58.5％で、平成 24年に比べ 2.4 ポイント上回っている。 

なお、東日本大震災等の影響を受ける前の平成 19 年に比べ、有業者は 

79,200 人（7.5％）の減となり、有業率も 0.9 ポイント下回っている。 
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図１ 就業状態別 15 歳以上人口の推移（福島県）－(昭和 57 年～平成 29 年)      
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（２） 有業者 

 

 

 

 

 

 

男女別の有業率をみると、男性は68.6％、女性は48.8％となっており、平成24年に比べ、

男性は1.7ポイント、女性は2.8ポイントそれぞれ上昇している。 

また、年齢階級別にみると、男性は25歳から59歳まで各年齢階級で90％以上となってお

り、平成24年に比べ「20～24歳」で11.0ポイント、「60～64歳」で9.8ポイント、「65～69

歳」で9.4ポイントと大きく上昇している。 

一方、女性は平成24年に比べ「20～24歳」及び「75歳以上」を除く全ての階級で上昇し

ており、「60～64歳」が11.1ポイント、「65～69歳」が8.8ポイント、「40～44歳」が8.5

ポイントと大きく上昇している。（表2、図2） 

 

 

 

男女別に有業率をみると、男性 68.6％、女性は 48.8％となった。平成 24年に 

比べ男性は 1.7 ポイント、女性は 2.8 ポイントそれぞれ上昇し、男女ともに 60 歳

代の上昇が大きくなっている。 
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表２ 年齢階級別有業率－平成24年、29年  

（％，ポイント）

男 女 男 女

平成29年平成24年 増減 平成29年平成24年 増減 平成29年平成24年 増減 平成29年平成24年 増減

68.6 66.9 1.7 48.8 46.0 2.8 69.2 68.8 0.4 50.7 48.2 2.5

  15～19歳 13.1 12.1 1.0 11.7 11.2 0.5 16.8 14.6 2.2 18.1 16.5 1.6

  20～24歳 73.6 62.6 11.0 68.5 73.2 ▲ 4.7 68.0 63.7 4.3 69.2 66.6 2.6

  25～29歳 91.8 91.3 0.5 79.7 76.1 3.6 90.3 88.5 1.8 81.2 75.3 5.9

  30～34歳 92.9 91.6 1.3 74.0 70.0 4.0 93.1 92.3 0.8 74.0 68.2 5.8

  35～39歳 91.4 91.6 ▲ 0.2 76.6 73.1 3.5 93.5 93.5 0.0 72.9 67.1 5.8

  40～44歳 92.2 92.0 0.2 81.0 72.5 8.5 93.8 93.3 0.5 76.9 70.7 6.2

  45～49歳 93.3 92.3 1.0 78.8 75.0 3.8 93.3 93.2 0.1 77.9 74.6 3.3

  50～54歳 92.6 91.1 1.5 79.8 73.7 6.1 93.0 92.8 0.2 76.8 73.2 3.6

  55～59歳 90.9 91.4 ▲ 0.5 74.9 66.5 8.4 91.4 89.7 1.7 70.4 65.0 5.4

  60～64歳 80.5 70.7 9.8 54.7 43.6 11.1 79.9 72.7 7.2 55.1 47.3 7.8

  65～69歳 58.4 49.0 9.4 36.1 27.3 8.8 56.3 49.0 7.3 35.4 29.8 5.6

  70～74歳 39.1 34.5 4.6 23.5 19.4 4.1 37.5 32.4 5.1 21.6 18.0 3.6

  75歳以上 17.9 16.7 1.2 5.6 6.0 ▲ 0.4 16.3 16.1 0.2 6.6 6.3 0.3

福　島　県 全　　　国男女

年齢

総数

 

 

 

図２ 年齢階級別有業率（福島県）－平成24年、29年 
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（３） 雇用者 

 ① 雇用形態 

 

 

 

 

「雇用者(役員を除く)」を雇用形態別にみると、「正規の職員・従業員」が513,300人（「雇

用者（役員を除く）」に占める割合65.0％）、「パート」が130,700人（同16.5％）､「契約社

員」が48,600人（同6.2％）､「アルバイト」が40,000人（同5.1％）などとなっている。 

平成24年と比べると、「正規の職員・従業員」が＋3,400人、「パート」が＋2,900人、「労

働者派遣事業所の派遣社員」が＋1,900人などとなっている一方、「アルバイト」は5,000人減

少した。 

さらに、男女別にみると、男性は「正規の職員・従業員」が350,800人（「男性雇用者（役員

を除く）」に占める割合79.2％）で最も多く、次いで「契約社員」が25,900人（同5.8％）、「ア

ルバイト」が21,000人（同4.7％）などとなっている。女性は「正規の職員・従業員」が162,500

人（「女性雇用者（役員を除く）」に占める割合46.9％）で最も多く、次いで「パート」が114,200

人（同32.9％）、「契約社員」が22,700人（同6.5％）などとなっている。（表3） 

 

   表３ 雇用形態別雇用者（役員を除く）数及び割合－平成 24 年、29 年 

男 女 男 女 男 女

789,800 443,100 346,600 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

513,300 350,800 162,500 65.0 79.2 46.9 61.8 77.7 43.4

276,400 92,300 184,100 35.0 20.8 53.1 38.2 22.3 56.6

パート 130,700 16,500 114,200 16.5 3.7 32.9 18.5 3.9 35.4

アルバイト 40,000 21,000 19,000 5.1 4.7 5.5 7.9 7.3 8.5

労働者派遣事業所の派遣社員 18,000 9,100 8,900 2.3 2.1 2.6 2.5 1.8 3.4

契約社員 48,600 25,900 22,700 6.2 5.8 6.5 5.4 5.4 5.4

嘱託 22,700 12,300 10,400 2.9 2.8 3.0 2.1 2.4 1.8

その他 16,400 7,600 8,900 2.1 1.7 2.6 1.7 1.4 2.0

781,500 433,000 348,500 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

509,900 344,400 165,600 65.2 79.5 47.5 61.8 77.9 42.5

271,500 88,600 182,900 34.7 20.5 52.5 38.2 22.1 57.5

パート 127,800 13,400 114,400 16.4 3.1 32.8 17.9 3.5 35.2

アルバイト 45,000 21,600 23,400 5.8 5.0 6.7 8.2 7.5 9.1

労働者派遣事業所の派遣社員 16,100 7,100 9,000 2.1 1.6 2.6 2.2 1.5 3.1

契約社員 47,000 25,100 21,900 6.0 5.8 6.3 5.4 5.3 5.6

嘱託 21,100 13,000 8,000 2.7 3.0 2.3 2.2 2.6 1.8

その他 14,600 8,400 6,200 1.9 1.9 1.8 2.2 1.8 2.8

8,300 10,100 ▲ 1,900 - - - - - -

3,400 6,400 ▲ 3,100 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 0.6 0.0 ▲ 0.2 0.9

4,900 3,700 1,200 0.3 0.3 0.6 0.0 0.2 ▲ 0.9

パート 2,900 3,100 ▲ 200 0.1 0.6 0.1 0.6 0.4 0.2

アルバイト ▲ 5,000 ▲ 600 ▲ 4,400 ▲ 0.7 ▲ 0.3 ▲ 1.2 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.6

労働者派遣事業所の派遣社員 1,900 2,000 ▲ 100 0.2 0.5 0.0 0.3 0.3 0.3

契約社員 1,600 800 800 0.2 0.0 0.2 0.0 0.1 ▲ 0.2

嘱託 1,600 ▲ 700 2,400 0.2 ▲ 0.2 0.7 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.0

その他 1,800 ▲ 800 2,700 0.2 ▲ 0.2 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.8

　非正規の職員・従業員

雇用者（役員を除く）

　正規の職員・従業員

　非正規の職員・従業員

雇用者（役員を除く）

　正規の職員・従業員

平
成
29
年

平
成
24
年

増

減

雇用者（役員を除く）

　正規の職員・従業員

　非正規の職員・従業員

総数 総数 総数雇用形態

（人，％，ポイント）

福島県 全国

実数 割合 割合

 

 雇用形態別にみると、平成 24 年に比べ「正規の職員・従業員」、「パート」、「労働

者派遣事業所の派遣社員」などは増加し、「アルバイト」は減少している。 
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 ② 非正規の職員・従業員   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「雇用者（役員を除く）」に占める「パート」や「アルバイト」などの「非正規の職員・

従業員」の割合は35.0％で、全体として上昇傾向で推移しているが、平成19年以降は上昇

の幅が小さくなっている。 

また、男女別にみると、男性が20.8％であるのに対し、女性は53.1％で、平成19年以降、

女性の５割以上が「非正規の職員・従業員」となっている。（表3、図3） 

 

 

図３ 雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員の割合（福島県） 
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 「雇用者（役員を除く）」に占める「非正規の職員・従業員」の割合は 35.0％

で男性は 20.8％、女性は 53.1％となった。全体として上昇傾向で推移しているが、

平成 19 年以降は上昇の幅が小さくなっている。 

 また、男女ともに「65 歳以上」の割合が最も高く、女性は全ての年齢階級で 

男性を上回っている。 
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さらに、年齢階級別にみると、男性は「65歳以上」が69.3％と最も高くなっており、次

いで「55～64歳」（30.8％）、「15～24歳」（24.6％）と続いている。 

一方、女性は、「65歳以上」が82.3％と最も高く、全ての年齢階級で男性を上回ってい

る。（表4、図4） 

 

表４  年齢階級別雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員 

の数及び割合－平成 29年 

（人，％）

総数 15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上
雇用者 789,800 61,600 145,200 180,600 180,200 161,000 61,100
非正規の職員・従業員 276,400 20,300 34,400 49,300 53,000 73,800 45,600
割合 35.0 33.0 23.7 27.3 29.4 45.8 74.6
雇用者 443,100 34,600 82,800 99,500 98,200 91,800 36,200
非正規の職員・従業員 92,300 8,500 10,600 10,500 9,400 28,300 25,100
割合 20.8 24.6 12.8 10.6 9.6 30.8 69.3
雇用者 346,600 27,000 62,500 81,100 82,000 69,200 24,900
非正規の職員・従業員 184,100 11,800 23,800 38,800 43,600 45,600 20,500
割合 53.1 43.7 38.1 47.8 53.2 65.9 82.3

雇用者 55,839,400 5,199,200 10,772,200 13,177,200 13,069,400 9,080,600 4,540,800
非正規の職員・従業員 21,325,700 2,505,600 2,747,300 3,938,900 4,321,700 4,340,200 3,471,900
割合 38.2 48.2 25.5 29.9 33.1 47.8 76.5
雇用者 29,979,900 2,618,000 5,886,700 7,212,600 6,876,200 4,929,500 2,457,000
非正規の職員・従業員 6,677,600 1,176,200 866,300 726,300 619,100 1,477,500 1,812,400
割合 22.3 44.9 14.7 10.1 9.0 30.0 73.8
雇用者 25,859,400 2,581,300 4,885,400 5,964,600 6,193,200 4,151,100 2,083,900
非正規の職員・従業員 14,648,000 1,329,400 1,881,100 3,212,600 3,702,600 2,862,700 1,659,600
割合 56.6 51.5 38.5 53.9 59.8 69.0 79.6

全
国

総
数

男

女

区分

総
数

男

女

福
島
県

 
 

図４ 年齢階級別雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員 

の割合（福島県）－平成 29 年 
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（４） 世帯の就業 

 

 

 

「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供から成る世帯」及び 

        「夫婦、子供と親から成る世帯」のうち、夫婦共に有業（夫婦共働き世帯）の割合は、 

    52.0％と５割を超え、平成24年に比べ4.2ポイント上昇している。（表5） 

 

 

総数
夫婦共働き

世帯
総数

夫婦共働き
世帯

平成29年 383,500 199,500 52.0 27,634,700 13,488,400 48.8

平成24年 410,200 196,200 47.8 28,547,900 12,970,200 45.4

増減 ▲ 26,700 3,300 4.2 ▲ 913,200 518,200 3.4

（世帯，％，ポイント）

実数
夫婦共働き
世帯の割合

福島県 全国

実数
夫婦共働き
世帯の割合

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夫婦共働き世帯の割合は 52.0％で、平成 24年に比べ 4.2 ポイント上昇している。 

 

表５ 夫婦共働き世帯数及び割合－平成 24 年、29 年 
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２  最近の社会情勢からみた就業状況 

（１） 育児と就業 

① 育児をしている者の就業状態 

 

 

 

 

 

 

育児をしている者について、男女別の有業率をみると、男性は99.2％、女性は71.0％と

なっている。年齢階級別にみると、男性は全ての年齢階級において90％を超えており、高

い水準となっている。女性は、「45歳以上」が80.8％と最も高く、次いで「40～44歳」で

78.6％、「30～34歳」で70.1％などとなっている。 

 平成24年と比べると、育児をしている女性の有業率は全ての年齢階級で上昇している。 

（表6、図5） 

 

表６ 就業状態、従業上の地位、年齢階級別育児をしている者の数及び割合－平成 29 年 

福島県 全国
育児をしている

総数 1,659,800 144,800 4,600 21,200 37,900 41,300 31,600 8,300 11,119,500
　　有業者 971,300 120,700 3,100 17,100 31,300 33,800 27,800 7,400 8,810,500
　　　うち雇用者 842,300 113,700 2,900 16,300 29,900 31,300 26,400 6,900 8,272,200
　　無業者 688,500 24,100 1,400 4,100 6,600 7,500 3,700 800 2,308,900
　男 817,100 63,400 2,000 7,900 15,800 17,700 14,300 5,700 4,823,600
　　有業者 560,200 62,900 1,900 7,900 15,800 17,600 14,200 5,500 4,768,700
　　　うち雇用者 480,800 59,500 1,800 7,200 15,300 16,500 13,500 5,200 4,464,700
　　無業者 256,800 600 100 100 - 100 100 300 55,000
　女 842,700 81,400 2,500 13,200 22,100 23,600 17,300 2,600 6,295,800
　　有業者 411,000 57,800 1,200 9,200 15,500 16,200 13,600 2,100 4,041,900
　　　うち雇用者 361,600 54,200 1,100 9,100 14,500 14,800 12,900 1,800 3,807,600
　　無業者 431,700 23,600 1,300 4,000 6,600 7,400 3,700 600 2,254,000
総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　　有業者 58.5 83.4 67.4 80.7 82.6 81.8 88.0 89.2 79.2
　　　うち雇用者 50.7 78.5 63.0 76.9 78.9 75.8 83.5 83.1 74.4
　　無業者 41.5 16.6 30.4 19.3 17.4 18.2 11.7 9.6 20.8
　男 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　　有業者 68.6 99.2 95.0 100.0 100.0 99.4 99.3 96.5 98.9
　　　うち雇用者 58.8 93.8 90.0 91.1 96.8 93.2 94.4 91.2 92.6
　　無業者 31.4 0.9 5.0 1.3 - 0.6 0.7 5.3 1.1
　女 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　　有業者 48.8 71.0 48.0 69.7 70.1 68.6 78.6 80.8 64.2
　　　うち雇用者 42.9 66.6 44.0 68.9 65.6 62.7 74.6 69.2 60.5
　　無業者 51.2 29.0 52.0 30.3 29.9 31.4 21.4 23.1 35.8
※１　雇用者には、「会社などの役員」を含む。

※２　「育児をしている」とは小学校入学前の未就学児を対象とした育児（乳幼児の世話や見守りなど）をいい、

　　孫やおい・めい、弟妹の世話などは含まない。

（人，％)

40～
44歳

45歳
以上

15歳以上
人口 総数

15～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

総数

実
　
数

男女
就業状態
従業上の地位

割
　
合

育児をしている
年齢

 

 現在 

無業者 

６千人 

（54.5％） 

 育児をしている者の有業率は、男性は 99.2％、女性は 71.0％となった。 

男性は全ての年齢階級で 90％を超えており、女性は平成 24 年に比べ全ての年齢階

級で上昇している。 
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図５ 年齢階級別育児をしている女性の有業率（福島県）－平成24年、29年 
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② 出産・育児を理由に離職した者 

 

 

 

 

過去5年間（平成24年10月～29年9月）に「出産・育児のため」に前職を離職した者は11,800 

   人（過去5年間に前職を離職した者に占める割合4.2％）であり、平成24年に比べ1,600人減少

している。うち「出産・育児のため」に前職を離職した女性は11,500人で、年齢階級別にみ

ると、「25～34歳」の離職割合が21.1％と高くなっている。（表7） 

 

 表７ 年齢階級別出産・育児のために過去5年間に前職を離職した者の数及び割合－平成24年、29年 

平成２９年 平成２４年

男女
年齢

実数 割合 実数 割合

総数 279,500 11,800 4.2 324,200 13,400 4.1 5.1 5.8

15 ～ 24 歳 20,600 1,300 6.3 22,700 1,200 5.3 3.4 4.2

25 ～ 34 59,100 7,200 12.2 69,600 9,800 14.1 12.1 14.2

35 ～ 44 50,100 3,000 6.0 54,400 2,200 4.0 10.0 10.1

45 ～ 54 40,000 100 0.3 47,600 200 0.4 0.9 0.4

55 ～ 64 56,500 100 0.2 76,600 100 0.1 0.2 0.1

65 歳 以 上 53,300 - - 53,200 - - 0.1 0.0

男 134,400 200 0.1 153,200 200 0.1 0.1 0.1

15 ～ 24 歳 10,600 100 0.9 9,800 - - 0.0 0.0

25 ～ 34 25,400 100 0.4 29,900 100 0.3 0.3 0.3

35 ～ 44 20,800 - - 20,500 100 0.5 0.4 0.2

45 ～ 54 16,200 - - 19,200 - - 0.1 0.1

55 ～ 64 28,500 - - 41,400 100 0.2 0.0 0.0

65 歳 以 上 32,800 - - 32,300 - - - 0.0

女 145,100 11,500 7.9 171,000 13,200 7.7 9.2 10.7

15 ～ 24 歳 10,000 1,200 12.0 12,900 1,200 9.3 6.4 7.4

25 ～ 34 33,600 7,100 21.1 39,700 9,700 24.4 20.4 23.5

35 ～ 44 29,300 3,000 10.2 33,900 2,100 6.2 15.9 16.4

45 ～ 54 23,800 100 0.4 28,400 200 0.7 1.4 0.7

55 ～ 64 28,000 100 0.4 35,200 - - 0.3 0.3

65 歳 以 上 20,400 - - 20,900 - - 0.1 0.1

(人，％）

福島県 全国

平成２９年 平成２４年

割合

離職者
総数

出産・育児により
前職を離職 離職者

総数

出産・育児により
前職を離職

出産・育児により
前職を離職

 

 過去 5 年間に「出産・育児のため」に前職を離職した者のうち女性は 11,500 人で、

「25～34 歳」の離職割合が高くなっている。 
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（２） 介護と就業 

① 介護をしている者の就業状態 

 

 

 

 

介護をしている者について、男女別の有業率をみると、男性は64.3％、女性は49.2％と

なっている。年齢階級別にみると、男性は「55～59歳」が86.2％、女性は「50～54歳」が

69.2％と最も高くなっている。なお、女性は、平成24年に比べ「40歳未満」を除くすべて

の年齢階級で上昇している。（表8、図6） 

 

表８ 就業状態、従業上の地位、年齢階級別介護をしている者の数及び割合－平成 29 年 

福島県 全国
介護をしている

総数 1,659,800 93,000 7,300 11,100 11,400 17,300 17,300 15,100 13,600 6,276,300
　　有業者 971,300 50,900 5,000 7,800 8,300 12,400 9,200 5,900 2,300 3,463,200
　　　うち雇用者 842,300 39,800 4,700 6,500 7,500 10,600 6,700 3,200 700 2,999,200
　　無業者 688,500 42,100 2,100 3,300 3,100 5,000 8,100 9,100 11,300 2,813,100
　男 817,100 33,900 3,100 3,500 3,500 6,500 6,000 6,000 5,400 2,321,500
　　有業者 560,200 21,800 2,500 2,900 2,900 5,600 4,300 2,600 1,200 1,514,900
　　　うち雇用者 480,800 16,400 2,300 2,400 2,600 4,500 3,100 1,200 300 1,267,200
　　無業者 256,800 12,100 600 600 600 900 1,700 3,400 4,200 806,700
　女 842,700 59,100 4,200 7,700 7,800 10,800 11,300 9,100 8,200 3,954,800
　　有業者 411,000 29,100 2,500 5,000 5,400 6,700 4,900 3,400 1,100 1,948,300
　　　うち雇用者 361,600 23,400 2,400 4,100 4,900 6,100 3,600 2,000 300 1,732,000
　　無業者 431,700 30,000 1,600 2,700 2,500 4,100 6,400 5,700 7,100 2,006,400
総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　　有業者 58.5 54.7 68.5 70.3 72.8 71.7 53.2 39.1 16.9 55.2
　　　うち雇用者 50.7 42.8 64.4 58.6 65.8 61.3 38.7 21.2 5.1 47.8
　　無業者 41.5 45.3 28.8 29.7 27.2 28.9 46.8 60.3 83.1 44.8
　男 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　　有業者 68.6 64.3 80.6 82.9 82.9 86.2 71.7 43.3 22.2 65.3
　　　うち雇用者 58.8 48.4 74.2 68.6 74.3 69.2 51.7 20.0 5.6 54.6
　　無業者 31.4 35.7 19.4 17.1 17.1 13.8 28.3 56.7 77.8 34.7
　女 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　　有業者 48.8 49.2 59.5 64.9 69.2 62.0 43.4 37.4 13.4 49.3
　　　うち雇用者 42.9 39.6 57.1 53.2 62.8 56.5 31.9 22.0 3.7 43.8
　　無業者 51.2 50.8 38.1 35.1 32.1 38.0 56.6 62.6 86.6 50.7
※１　雇用者には、「会社などの役員」を含む。

※２　「介護をしている」とは、日常生活における入浴・着替・トイレ・移動・食事などの際に何らかの手助けをする場合をいい、

　　介護保険制度の要介護認定を受けていない人や、自宅外にいる家族の介護も含まれる。ただし、病気などで一時的に寝ている

　　人に対する介護はこれに含まない。

（人，％)

60～
64歳

70歳
以上

15歳以上
人口 総数

40歳
未満

40～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

総数

実
　
数

男女
就業状態
従業上の地位

割
　
合

介護をしている
年齢

65～
69歳

 

 

 介護をしている者の有業率は、男性は 64.3％、女性は 49.2％となった。 

女性は平成 24 年に比べ「40 歳未満」を除く全ての年齢階級で上昇している。 
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図６ 年齢階級別介護をしている者の有業率（福島県）－平成24年、29年 
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 ② 介護・看護を理由に離職した者 

 

 

 

 

過去5年間（平成24年10月～29年9月）に「介護・看護のため」に前職を離職した者は8,900 

   人（過去5年間に前職を離職した者に占める割合3.2％）であり、平成24年に比べ1,900人増加

している。このうち女性は6,900人と全体の77.5％を占め、年齢階級別にみると、「55～64歳」

の離職割合が11.1％と高くなっている。（表9） 

 

表９ 年齢階級別介護・看護のために過去５年間に前職を離職した者の数及び割合－平成24年、29年 

平成29年 平成24年

男女
年齢

実数 割合 実数 割合

総数 279,500 8,900 3.2 324,200 7,000 2.2 2.5 2.2
15 ～ 24 歳 20,600 - - 22,700 100 0.4 0.1 0.2
25 ～ 34 59,100 600 1.0 69,600 400 0.6 0.4 0.4
35 ～ 44 50,100 900 1.8 54,400 300 0.6 1.0 1.3
45 ～ 54 40,000 1,800 4.5 47,600 1,500 3.2 3.8 3.9
55 ～ 64 56,500 3,600 6.4 76,600 3,600 4.7 6.6 5.0
65 歳 以 上 53,300 2,000 3.8 53,200 1,100 2.1 3.3 2.6
男 134,400 2,100 1.6 153,200 1,400 0.9 1.4 1.0
15 ～ 24 歳 10,600 - - 9,800 - - 0.1 0.1
25 ～ 34 25,400 200 0.8 29,900 100 0.3 0.2 0.2
35 ～ 44 20,800 200 1.0 20,500 - - 0.6 0.5
45 ～ 54 16,200 400 2.5 19,200 100 0.5 2.3 1.3
55 ～ 64 28,500 500 1.8 41,400 900 2.2 3.0 1.9
65 歳 以 上 32,800 800 2.4 32,300 300 0.9 1.8 1.2
女 145,100 6,900 4.8 171,000 5,600 3.3 3.4 3.3
15 ～ 24 歳 10,000 - - 12,900 100 0.8 0.2 0.3
25 ～ 34 33,600 400 1.2 39,700 300 0.8 0.4 0.5
35 ～ 44 29,300 700 2.4 33,900 300 0.9 1.2 1.8
45 ～ 54 23,800 1,500 6.3 28,400 1,400 4.9 4.5 5.5
55 ～ 64 28,000 3,100 11.1 35,200 2,700 7.7 10.4 8.9
65 歳 以 上 20,400 1,200 5.9 20,900 700 3.3 5.6 5.0

(人，％）

福島県 全国

平成２９年 平成２４年

割合

離職者
総数

介護・看護により
前職を離職 離職者

総数

介護・看護により
前職を離職

介護・看護により
前職を離職

 

 過去 5年間に「介護・看護のため」に前職を離職した者のうち女性は 6,900 人で、 

「55～64 歳」の離職割合が高くなっている。 
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（３） 就業形態 

 ① 非正規職員・従業員の就業理由と就業調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「非正規の職員・従業員」について、現職の雇用形態についている主な理由別にみると、

男性は「正規の職員・従業員の仕事がないから」が23.0％と最も高く、次いで「自分の都

合のよい時間に働きたいから」が18.1％となっている。一方、女性は「家計の補助・学費

等を得たいから」が25.5％と最も高く、次いで「自分の都合のよい時間に働きたいから」

が23.3％となっている。（表10） 

 

表10  現職の雇用形態についている主な理由別非正規の職員・従業員数  

及び割合－平成29年 

（人，％）

総数
自分の都合の
よい時間に
働きたいから

家計の補助・
学費等を得た
いから

家事・育児・
介護等と両立
しやすいから

通勤時間が
短いから

専門的な技能
等を生かせる
から

正規の職員・
従業員の仕事
がないから

その他

総数 276,400 59,600 59,000 24,800 14,300 19,700 45,900 43,300
男 92,300 16,700 12,100 600 4,600 10,600 21,200 22,700
女 184,100 42,900 47,000 24,100 9,700 9,000 24,700 20,700
総数 100.0 21.6 21.3 9.0 5.2 7.1 16.6 15.7
男 100.0 18.1 13.1 0.7 5.0 11.5 23.0 24.6
女 100.0 23.3 25.5 13.1 5.3 4.9 13.4 11.2

総数 100.0 27.8 20.3 10.8 4.9 7.3 12.6 12.9
男 100.0 24.6 13.1 1.1 4.6 11.6 20.0 20.5
女 100.0 29.3 23.7 15.2 5 5.3 9.2 9.4

全
国

割
合

実
数

割
合

福
島
県

現職の雇用形態に
ついている
主な理由

 

 

また、「非正規の職員・従業員」に占める就業調整（就業時間・日数の調整）をしてい

る者の割合について、男女、年齢階級別にみると、男性は「15～24歳」（21.2％）、女性は

「45～54歳」（29.8％）で最も高くなっている。なお、女性の割合は「15～24歳」を除く

全ての年齢階級で男性を上回っている。（表11、図7） 

 

「非正規の職員・従業員」について、現職の雇用形態についている主な理由別にその

割合をみると、男性は「正規の職員・従業員の仕事がないから」が 23.0％、女性は「家

計の補助・学費等を得たいから」が 25.5％と最も高くなっている。 

また、「非正規の職員・従業員」に占める就業調整をしている者の割合は 21.3％で、

男性は「15～24 歳」、女性は「45～54 歳」の割合が最も高くなっている。 

さらに、就業調整している者の 8割強が「50～149 万円」の所得となっている。 
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表11 年齢階級別就業調整の有無別非正規の職員・従業員数及び割合－平成29年 

（人，％）

就業調整の有無

男女
年齢
総数 276,400 58,800 205,700 100.0 21.3 74.4 26.2 69.2
　15～24歳 20,300 3,700 16,100 100.0 18.2 79.3 29.0 66.8
　25～34歳 34,400 7,700 26,100 100.0 22.4 75.9 21.5 74.5
　35～44歳 49,300 12,100 35,400 100.0 24.5 71.8 30.2 65.8
　45～54歳 53,000 13,200 38,300 100.0 24.9 72.3 32.9 62.9
　55～64歳 73,800 14,100 56,400 100.0 19.1 76.4 23.8 71.5
　65歳以上 45,600 7,900 33,400 100.0 17.3 73.2 17.8 75.6
男 92,300 11,000 76,900 100.0 11.9 83.3 14.2 80.2
　15～24歳 8,500 1,800 6,400 100.0 21.2 75.3 30.0 65.4
　25～34歳 10,600 1,000 9,300 100.0 9.4 87.7 9.0 86.1
　35～44歳 10,500 1,100 9,000 100.0 10.5 85.7 6.5 87.6
　45～54歳 9,400 300 8,700 100.0 3.2 92.6 6.6 86.0
　55～64歳 28,300 2,600 24,600 100.0 9.2 86.9 10.2 84.3
　65歳以上 25,100 4,200 19,000 100.0 16.7 75.7 15.5 78.7
女 184,100 47,800 128,800 100.0 26.0 70.0 31.7 64.2
　15～24歳 11,800 1,900 9,700 100.0 16.1 82.2 28.2 68.1
　25～34歳 23,800 6,700 16,900 100.0 28.2 71.0 27.3 69.2
　35～44歳 38,800 11,000 26,400 100.0 28.4 68.0 35.6 60.9
　45～54歳 43,600 13,000 29,600 100.0 29.8 67.9 37.3 59.1
　55～64歳 45,600 11,500 31,800 100.0 25.2 69.7 30.9 64.9
　65歳以上 20,500 3,800 14,500 100.0 18.5 70.7 20.3 72.2

全国
割　　合

就業調整を
している

就業調整を
していない

総数就業調整を
している

就業調整を
していない

就業調整を
している

就業調整を
していない

総数

実　　　数 割　　　合
福島県

 

 

図７ 年齢階級別非正規の職員・従業員に占める就業調整している者の割合（福島県）－平成29年 
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さらに、就業調整している者について、所得別の割合をみると、「50～99万円」（43.4％） 

   及び「100～149万円」（39.3％）で8割を超えている。（表12、図8） 

 

    表12 所得階級、就業調整の有無別非正規の職員・従業者数及び割合－平成29年 

(人，％）
就業調整の有無

男女
所得
総数 276,400 58,800 205,700 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　50万円未満 22,500 4,000 17,500 8.1 6.8 8.5 10.7 7.9 11.7
　50～99万円 64,800 25,500 36,200 23.4 43.4 17.6 28.5 49.6 21.0
　100～149万円 77,600 23,100 52,800 28.1 39.3 25.7 23.5 32.9 20.4
　150～199万円 43,900 2,600 39,200 15.9 4.4 19.1 12.4 3.8 15.9
　200～249万円 35,600 1,800 32,800 12.9 3.1 15.9 11.1 2.7 14.4
　250～299万円 12,600 1,100 10,900 4.6 1.9 5.3 4.9 1.2 6.3
　300～399万円 11,100 300 9,800 4.0 0.5 4.8 4.7 1.0 6.0
　400～499万円 2,600 - 2,600 0.9 - 1.3 1.6 0.3 2.0
　500万円以上 3,200 100 2,800 1.2 0.2 1.4 1.4 0.2 1.8
男 92,300 11,000 76,900 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　50万円未満 6,500 1,000 5,000 7.0 9.1 6.5 9.5 10.2 9.4
　50～99万円 13,400 3,500 9,400 14.5 31.8 12.2 17.7 36.6 14.9
　100～149万円 16,800 2,900 13,500 18.2 26.4 17.6 17.0 22.9 16.3
　150～199万円 15,900 1,200 14,000 17.2 10.9 18.2 13.8 9.9 14.6
　200～249万円 16,500 1,000 15,000 17.9 9.1 19.5 15.2 8.6 16.6
　250～299万円 8,900 800 7,800 9.6 7.3 10.1 8.3 4.4 9.0
　300～399万円 8,200 300 7,000 8.9 2.7 9.1 9.6 4.0 10.5
　400～499万円 2,100 - 2,100 2.3 - 2.7 3.7 1.7 4.0
　500万円以上 2,800 100 2,400 3.0 0.9 3.1 3.6 0.9 4.0
女 184,100 47,800 128,800 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　50万円未満 16,000 3,000 12,500 8.7 6.3 9.7 11.2 7.4 13.0
　50～99万円 51,400 22,000 26,900 27.9 46.0 20.9 33.4 52.2 24.5
　100～149万円 60,900 20,200 39,300 33.1 42.3 30.5 26.5 35.0 22.8
　150～199万円 28,000 1,400 25,200 15.2 2.9 19.6 11.9 2.5 16.6
　200～249万円 19,100 800 17,800 10.4 1.7 13.8 9.2 1.5 13.1
　250～299万円 3,600 200 3,100 2.0 0.4 2.4 3.3 0.5 4.8
　300～399万円 2,900 - 2,800 1.6 - 2.2 2.4 0.3 3.4
　400～499万円 500 - 500 0.3 - 0.4 0.6 0.1 0.8
　500万円以上 400 - 400 0.2 - 0.3 0.4 0.0 0.5

総数就業調整を
している

就業調整を
していない

就業調整を
している

就業調整を
していない

総数

実　　　数 割　　　合
福島県

割　　　合

総数 就業調整を
している

就業調整を
していない

全国

 

図８ 所得階級、就業調整の有無別非正規の職員・従業員の割合（福島県）－平成29年 
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 ② 副業者、追加就業希望者 

 

 

 

副業者比率（有業者に占める副業がある者の割合）は3.7％となっており、雇用形態別に 

   みると、「正規の職員・従業員」は2.6％、「非正規の職員・従業員」は4.2％となっている。 

    また、追加就業希望者比率（有業者に占める追加就業希望者の割合）は5.1％となっており、

雇用形態別にみると、「正規の職員・従業員」は4.6％、「非正規の職員・従業員」は6.9％と

なっている。（表13） 

 

表13 雇用形態別副業がある者、追加就業希望者数及び割合－平成29年 

（人，％）

有業者総数 副業がある者 追加就業希望者
実数 実数 割合 実数 割合

総数 971,300 35,900 3.7 49,400 5.1 4.0 6.4
　うち正規の職員・従業員 513,300 13,100 2.6 23,400 4.6 2.0 5.4
　うち非正規の職員・従業員 276,400 11,700 4.2 19,100 6.9 5.9 8.5
男 560,200 23,800 4.2 27,900 5.0 3.9 6.2
　うち正規の職員・従業員 350,800 10,800 3.1 17,200 4.9 2.1 5.6
　うち非正規の職員・従業員 92,300 4,700 5.1 6,700 7.3 6.1 9.3
女 411,000 12,100 2.9 21,500 5.2 4.3 6.6
　うち正規の職員・従業員 162,500 2,300 1.4 6,200 3.8 1.7 5.0
　うち非正規の職員・従業員 184,100 6,900 3.7 12,500 6.8 5.8 8.2

割　　合
副業がある者 追加就業希望者

全国福島県

 
※「追加就業希望者」とは、現在就いている仕事を続けながら、他の仕事もしたいと思っている者をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有業者に占める副業がある者の割合は 3.7％、追加就業希望者の割合は 5.1％となった。 
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平成 29 年就業構造基本調査の概要 
 

 

１ 調査の目的 

 就業構造基本調査は、正規・非正規雇用者の就業状況の違い、高齢者・若年層の就業状

況及び育児・介護と就業の関係などを全国、地域別に明らかにし、雇用政策や経済政策な

ど各種行政施策の基礎資料を得ることを目的としている。 

この調査は、昭和 31 年の第１回調査以来、概ね３年ごとに実施されてきたが、昭和 57

年以降は５年ごとに実施され、今回の調査は 17回目に当たる。 

 

 

２ 調査期日 

調査は、平成 29年 10 月１日現在で行った。 

 

 

３ 調査対象 

  総務大臣が指定した約3万 3千調査区の中から無作為に選定した約52万世帯にふだん住

んでいる 15 歳以上の世帯員を対象とした調査で、県内では 616 調査区から約 9千世帯が選

定されている。 

 

 

４ 調査事項 

(1) 15 歳以上の世帯員に関する事項（全員） 

男女の別、出生の年月、教育の状況、育児・介護の有無など 

(2) 有業者に関する事項 

雇用契約期間、仕事内容、就業形態、現職に就いた理由など 

(3) 無業者に関する事項 

   就業希望の有無、希望する職種、求職活動の有無など 

(4) 世帯に関する事項 

15 歳未満の世帯員数、世帯全体の年間収入など 

 

 

５ 調査の方法 

総務大臣 ― 都道府県知事 ― 市町村長 ―指導員 ― 調査員― 調査世帯 
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用語の解説 
 

１ 就業に関する事項 

 (1) 就業状態・仕事の主従 

15 歳以上の者を、ふだんの就業・不就業の状態により、次のように区別した。 

 

       仕事が主な者 

      有業者             家事が主な者 

      仕事は従な者     通学が主な者 

    15 歳以上                    家事・通学以外が主な者 

    の者 

                家事をしている者 

無業者・・・・・・・・・・   通学している者 

                その他 

 

＜就業状態の捉え方＞ 

      有業者･････････ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日（平

成 29 年 10 月 1 日）以降もしていくことになっている者及び仕事は

持っているが現在は休んでいる者。 

               なお、家族が自家営業（個人経営の商店、工場や農家など）に従

事した場合は、その家族が無給であっても、自家の収入を得る目的

で仕事をしたことになる。 

               また、仕事があったりなかったりする人や忙しい時だけ家業を手

伝う人などで、「ふだんの就業状態」がはっきり決められない場合は、

概ね１年間に 30日以上仕事をしている場合を有業者とした。 

      

 無業者･････････ふだん全く仕事をしていない者及び臨時的にしか仕事をしていな

い者。 

 

  (2) 従業上の地位・雇用形態 

有業者を次のように区別した。 

 

     自営業主･･･････個人経営の商店主、工場主、農業主、開業医、弁護士など自分で事 

業を営んでいる者。 

            なお、自営業主を「雇い人のある業主」、「雇人のない業主」、「内職

者」の３つに区分した。 

    家族従業者･････自営業主の家族で、その自営業主の営む事業を無給で手伝っている

者。 
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  雇用者････････ 会社員、団体職員、公務員、個人商店の従業員など会社、団体、

個人、官公庁、個人商店などに雇われている者。 

                 なお、会社の社長、取締役や公益法人の理事・監事などの役職に

ある者も「会社などの役員」として含まれる。 

 

「会社などの役員」以外の雇用者を勤め先の呼称により、「正規の職員・従業員」、 

「パート」、「アルバイト」、「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約社員」、「嘱託」、「そ

の他」の７つに区分した。 

  なお、「正規の職員・従業員」以外の６区分をまとめて「非正規の職員・従業員」と 

して表章している。 

 

  (3) 所得 

  単に「所得」という場合は、本業から通常得ている年間所得（税込み額）をいう。 

      自営業主の所得････過去１年間に事業から得た収益であり、売上総額から必要 

              経費を差し引いたもの。 

      雇用者の所得･･････賃金、給料、諸手当、ボーナスなど過去１年間に得た税込み 

の給与総額。 

 

  (4) 就業調整の有無（非正規の職員・従業員のみ） 

    収入を一定の金額以下に抑えるために就業時間や日数を調整しているかどうかによ

って、「就業調整をしている」と「就業調整をしていない」とに区分した。 

 

  (5) 副業 

  主な仕事以外に就いている仕事をいう。 

  なお、副業を２つ以上持っている場合、従業上の地位及び産業の区分は、そのうち

主なもの１つとしている。 

 

  (6) 就業希望 

  就業に関する希望により、15歳以上の者を次のように区分した。 

継続就業希望者 

有業者   追加就業希望者 

      転職希望者 

                 就業休止希望者  

    15 歳以上 

の者           就業希望者 

               無業者           

           非就業希望者 
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  (7) 前職を辞めた理由 

  前の仕事を辞めた理由をいい、次の 15 区分とした。 

     ・会社倒産・事業所閉鎖のため 

     ・人員整理・勧奨退職のため 

     ・事業不振や先行き不安のため 

     ・定年のため 

     ・雇用契約満了のため 

     ・収入が少なかったため 

     ・労働条件が悪かったため 

     ・結婚のため 

     ・出産・育児のため 

     ・介護・看護のため 

     ・病気・高齢のため 

     ・自分に向かない仕事だった 

     ・一時的についた仕事だから 

     ・家族の転職・転勤又は事業所の移転のため 

     ・その他 

 

２ 育児・介護に関する事項 

 (1) 育児の状況 

     育児をしている･･････ここでいう、ふだん「育児をしている」とは、小学校入学前 

             の未就学児を対象とした育児をいい、以下のようなことを指す。 

              ただし、孫やおい・めい・弟妹の世話はこれに含まない。 

             ・乳幼児の世話や見守り 

             ・就学前の子供の送迎 

             ・就学前の子供の保護者会への出席 等 

 

(2) 介護の状況 

     介護をしている･･････ここでいう、ふだん家族の「介護をしている」とは、日常生

活における入浴・着替え・トイレ・移動・食事などの際に何ら

かの手助けをする場合をいい、介護保険制度の要介護認定を 

             受けてない人や自宅外にいる家族の介護も含まれる。 

ただし、病気などで一時的に寝ている人に対する介護はこれ

に含まない。 

              なお、ふだん介護をしているかはっきり決められない場合は、

１年間に 30 日以上介護している場合を「介護している」とする。 
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